
令和7年度 杉並区施策評価シートⅠ

施策 02 地域の防災対応力の強化

分野 01 みんなでつくる、災害に強く、犯罪を生まないまち

施策担当課 防災課 関係課 保健福祉部管理課、土木管理課、済美教育センター

施策目標

○発災時の電源の確保、ＩＣＴの活用等により、震災救援所の機能が充実し、避難生活の質の向上が進むとともに、在宅避難者とつながる環境が整備されてい
ます。
○区民の防災意識が向上し、電気火災の発生防止や備蓄品の確保、防災訓練への参加など自助・共助の取組が主体的に行われています。
○災害時における支援の仕組みづくりを通じて、平常時の緩やかな見守りや支え合いが地域で行われています。

指標名 指標説明 単位 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 目標年度
目標値

活
動
指
標

防災訓練の実施回数 各震災救援所の運営訓練の実施
回数 回

計画 500 500 500 500
実績 303 393 389 -

達成率 60.6% 78.6% 77.8% -

備蓄倉庫・学校防災倉庫の整備数 整備数には、防災拠点1所を含む か所
計画 99 99 99 102
実績 99 99 99 -

達成率 100.0% 100.0% 100.0% -
計画
実績 -

達成率 - - - -
計画
実績 -

達成率 - - - -

成
果
指
標

災害時に備えて家庭内での対策を行
っている区民の割合 区民意向調査による ％

計画 94 96 98 90 令和12年度
実績 92.3 79.1 86.8 - 100％

達成率 98.2% 82.4% 88.6% -
分類 区民満足度指標

防災訓練に参加した区民数
人

計画 38,000 39,000 40,000 41,000 令和12年度
実績 37,119 40,240 48,181 - 45,000人

達成率 97.7% 103.2% 120.5% -
分類 行政サービス成果指標

避難生活想定者一人当たりの区内食
糧備蓄率 区内食糧備蓄量÷避難生活想定

者3日分食糧 ％

計画 80 86.7 93.3 100 令和12年度
実績 80 86.7 93.3 - 100％

達成率 100.0% 100.0% 100.0% -
分類 行政サービス成果指標

地域のたすけあいネットワーク（地
域の手）新規登録者数 人

計画 1,700 1,700 1,700 1,700 令和12年度
実績 1,385 1,705 1,432 - 1,700人

達成率 81.5% 100.3% 84.2% -
分類 行政サービス成果指標

計画
実績 -

達成率 - - - -
分類

計画
実績 -

達成率 - - - -
分類

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

施
策
コ
ス
ト

事業費 千円
予算額 750,184 727,186 818,763 872,633 893,138 2,327,014
実績額 686,499 673,138 711,225 796,254 824,283 -
執行率 91.5% 92.6% 86.9% 91.2% 92.3% -

人件費 千円
予算額 242,321 229,178 235,344 237,920 259,414 278,790
実績額 235,664 240,268 238,553 258,264 280,978 -
執行率 97.3% 104.8% 101.4% 108.6% 108.3% -

総事業費
千円

予算額 992,505 956,364 1,054,107 1,110,553 1,152,552 2,605,804
実績額 922,163 913,406 949,778 1,054,518 1,105,261 -

(事業費+人件費) 執行率 92.9% 95.5% 90.1% 95.0% 95.9% -

国・都からの
補助金等 千円

予算額 86,450 64,500 70,121 52,662 0 69,905
実績額 70,675 60,329 84,061 57,076 81,302 -
執行率 81.8% 93.5% 119.9% 108.4% - -

総事業費伸び率
％

予算額 -3.6% 10.2% 5.4% 3.8% 126.1%
(予算額、実績額の
 対前年度比)

実績額 -0.9% 4.0% 11.0% 4.8% -

人件費比率 ％ 予算額 24.4% 24.0% 22.3% 21.4% 22.5% 10.7%
(人件費÷総事業費) 実績額 25.6% 26.3% 25.1% 24.5% 25.4% -

特記事項
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施策の成果

　能登半島地震の発生の際に報道された避難所等の対応を教訓として、震災救援所の環境改善や備蓄品の拡充などに
機動的に取り組みました。まず、令和11年度までに、太陽光発電設備のない震災救援所23か所に蓄電池を3台ずつ配備
する計画について、令和6年度中に前倒しで完了させました。さらに、防犯ブザーなど女性向けの備蓄品を拡充したほ
か、プライベート空間を確保する間仕切りや、断水の長期化に備えたトイレ用収便袋を追加で緊急配備しました。ま
た、計画的に進めている3日分の食料備蓄については、2.8日分まで進めました。
　自助・共助の取組を促進するため、火災危険度の高いエリアを重点地域として、感震ブレーカーの設置促進に努め
ました。また、アフターコロナの状況に合わせ、改めて防災訓練への参加勧奨を進めたことにより、各震災救援所や
防災市民組織等において実施した訓練の参加者が、令和5年度の40,240名から令和6年度は48,181名へ大幅に増加しま
した。これは能登半島地震や南海トラフ地震臨時情報の発表などを受け、災害を自分ごととしてとらえた区民が増え
たことも一因と思われます。
　その他の取組としては、区内の主要な駅や幹線道路に防災カメラを4台増設（累計9台）するとともに、杉並中継所
跡地を災害拠点倉庫や地域内輸送拠点等の機能を備える防災拠点として活用するための施設の一部改修工事を行いま
した。

課題の分析

　区では、災害発生後に自宅が無事な場合は在宅避難を推奨しており、自宅での水、食料、携帯トイレなどの備蓄や
家具の転倒防止対策等、自助の取組を引き続き啓発していく必要があります。また、震災時における水の確保は重要
であることから、区立施設を整備する際には新規に井戸を設置するとともに、民間の生活用水井戸の登録数を更に確
保していく必要があります。　
　日頃から地域の方々が相互に協力し合う共助の関係を強化することが重要であり、一人でも多くの方が防災訓練へ
参加していただくようあらゆる機会を通して啓発していく必要があります。一方で、実際の訓練に参加できない方に
対しては、防災課職員による防災講話やユーチューブによる震災救援所資器材取扱い動画の視聴などを積極的に活用
してもらい、防災の技術や知識を習得してもらうことが必要です。また、震災救援所で必要になる備蓄品は多様化し
現状の倉庫面積では狭隘となっているため、区立施設の建替えや改修工事に合わせて災害備蓄倉庫、防災倉庫を整備
する必要があります。
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今後の施策の方向性 拡充

今後の進め方

　首都直下地震や南海トラフ地震などの大規模災害の発生が予測される中、震災救援所での避難生活の質の向上を図
る環境改善や備蓄品の充実に伴う災害備蓄倉庫の整備、災害時要配慮者への支援などに引き続き取り組みます。
　また、「防災・防犯そなえようすぎなみ選べるカタログ」配付事業や電気火災の発生を防止する感震ブレーカーの
設置支援事業など、区民の防災意識を向上させる自助の取組を進めるとともに、地域の方々が相互に協力し合う各震
災救援所や防災市民組織等が行う防災訓練への参加勧奨などの共助の取組も推進します。
　さらに、杉並中継所の跡地を災害拠点倉庫、地域内輸送拠点等の機能を備える防災拠点として整備することや、発
災後における消防、警察、自衛隊等の防災関係機関やライフライン事業者との連携を強化してまいります。災害時に
誰一人取り残さない視点に立ちながら、地域の防災対応力の強化を図る様々な事業に今後も取り組んでいきます。



令和7年度 杉並区施策評価シートⅡ（施策を構成する事務事業）

【施策 02 】【施策名称 地域の防災対応力の強化 】 ※金額の単位は千円

整
理
番
号

事務事業名称

実
行
計
画
事
業

主
要
事
業

令和6年度
人件費 総事業費

施策から見た
事業費 事業の方向性

1 038 消防団等運営助成 ○ 11,756 18,737 30,493 現状維持

2 039 防災意識の高揚 ○ ○ 62,074 40,065 102,139 現状維持

3 040 災害応急対策 ○ 19,332 24,995 44,327 現状維持

4 041 災害時情報連絡体制の確立 ○ ○ 94,054 19,679 113,733 現状維持

5 042 防災施設整備 ○ ○ 384,509 40,407 424,916 現状維持

6 114 災害時要配慮者支援対策 ○ ○ 22,590 40,407 62,997 推進（拡充）

7 378 道路台帳の整備 ○ 229,968 96,688 326,656 現状維持

8 以下再掲事業の評価表

9 297 災害時医療体制の充実

10 340 防災まちづくり

11 382 道路の路面改良

12 390 水防対策

13
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16
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44
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46

47

48

49

50

合計 824,283 280,978 1,105,261

施策を構成する
事務事業に関する特記事項


